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１．はじめに 

 

都市において人間が生活を行う上で、交通はすべてを

支える根幹を成すものである1）。そして成熟社会を迎え

た我が国では、ようやく若者も高齢者もそして移動に対

して障がい（1）を持つ人も、すべての人が移動できる権利

を得るための社会通念が醸成・明文化されつつある（2）。

ここで、障がい者の交通に関する我が国の取り組みは着

実に進められている。しかし、国土交通省の発表2）によ

ると、いわゆるバリアフリー新法に基づく基本構想が、

利用者5,000人/日以上の旅客施設が所在しない市町村で

策定されている件数は17件（343件中）であり、旅客施設

利用者が多い都市部と、そうでない郊外部や中山間など

の地域では、取り組みに大きな差があると考えられる。

法制度が充実しつつある現在においても、このような地

域特性（3）が障がい者の交通実態に少なからず影響を及ぼ

しているものと考えられる。 

バリアフリー新法が対象としている高齢者や障がい者

等のうち、高齢者の移動に関する実態については、パー

ソントリップ調査データが利用可能なことなどもあり、

地域特性の影響に関する研究蓄積が得られている3）。し

かしながら、障がい者においては、このような調査が行

われていないこともあり、どこに居住し、どのように移

動を行い、その際にどのような問題が生じているかにつ

いては必ずしも十分には明らかにされていない。特に地

域特性の違いがもたらす影響についての報告はほとんど

みられない。そのため、都市部から山地部まで多種多様

な地域があるなかで、それぞれの地域に対応した移動支

援策のあり方については、十分に議論されてこなかった

と言えよう。 

限られた財源のもとで、より多くの障がい者の利用が

あると想定される地域に対して、優先的に対策を実施し

ていくことは理に適っていると考えられる。その一方で、

様々な地域に住む障がい者の移動における課題について、

その実態やニーズなどを踏まえて十分に検討しておくこ

とはこれからの障がい者の移動のあり方を考える上でも

意義があると言える。 

そこで、本研究では障がい者に着目し、地域特性が障

がい者の交通実態に対してどのように影響しているのか

に焦点を当て、障がい者の交通実態と地域特性の関係に

ついて考察することを目的とする。なお、本研究では主

に交通実態の中で特に重要と考えられる外出などの移動

そのものの発現に着目している。 

具体的には、都市部から中山間地まで幅広い市域を有

する、愛知県豊田市内の障がい者を対象とした交通実態

に関するアンケート調査をもとに、前半ではまずマクロ

的な視点から障がい者全般の外出状況や外出時の問題点、

外出に対する意識について、地域特性によりどのような

違いがあるのかについて分析を行い、後半においてミク

ロ的な視点から、そうした違いが生じる要因の分析を行

う。後半の分析に際しては、個別の障がい種別による影

響を考慮する必要があると考えられる。そこで、障がい

者の中でも階段等の通行困難な割合が多い3）ことや、バ

ス等利用時のバリアが比較的大きいと考えられる4）とい

った報告がなされ、移動制約が比較的大きいと考えられ

る下肢不自由者に注目し、外出に影響する要因について

地域特性の視点から分析を行う。以上の結果をもとに、

地域特性と障がい者の交通実態の関係を明らかにする。 

なお、障がい者の交通実態が障がいの種類や程度によ

って異なることは、これまでにも指摘されているところ

であるが、先に述べたように本稿の前半では障がい者全

体を一括りにした分析を行う。この理由としては、秋山5）

6）が指摘するように、本研究のような移動の発現に着目

した場合、健常者と比べた場合に、その種別に関わらず

障がい者の外出頻度が少ないといったマクロ的傾向が知

られていること、及び、対象地域をいくつかの地域特性

別に分類した場合、障がいの種類によっては分析に耐え

うる母数を確保することが極めて困難な場合もある（表

－３を参照）ことなどを考慮したためである。地域特性

と障がい者の交通実態の関係が明らかでない中で、まず

は、母数を確保するために障がい者全体を分析対象とし、

地域特性ごとの特徴を明らかにした後に、個別の障がい

による影響に着目することが妥当であると考えたためで

ある。 
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２．既往研究と本研究の特徴 

 

障がい者の交通に関しては、これまで多くの研究蓄積

がある。例えば、秋山5）は、障がいの種類や程度と移動

制約レベルを示す指標と考えられる歩行能力や交通手段

利用能力の関係、さらに移動制約レベルによる外出回数

などについて、意識調査を通じた解析を試みている。ま

た、秋山6）は、健常者と障がい者、障がいの違いによる

モビリティの差として外出頻度に着目し、病院、買い物

などの日常における目的別の外出頻度を明らかにしてい

る。木村ら7）は、身体障がい者の外出特性に着目し、障

がい者と健常者の外出実態を調査し、障がい者の外出頻

度は健常者に比べて非常に少ないことを確認しつつ、さ

らに公共交通機関などの交通施設に対する問題点を明ら

かにしている。これらの研究より、障がい者は健常者よ

り外出回数が少なく、障がいの種類や程度によってもそ

れは異なることが示されている。一方、障がい者のモビ

リティにおける問題について、星野ら8）は肢体および視

覚障がい者の意識構造についてDEMATEL法を用いて構造化

し、モビリティ改善に向けた交通施設の整備方針におけ

る知見を与えている。また、障がい者の就労や住生活に

関する鈴木らの研究蓄積9）10）11）の中で、知的障がい者の

就労施設までの移動状況、交通手段等について明らかに

されている。 

このように、障がい者の交通に関して障がいの種類ご

とに移動能力、交通施設の問題点、トリップ目的など様々

な視点から明らかにされている。一方、比較的母数が少

ないなど十分な調査が難しい面もあり、障がい者が住む

地域という観点から交通実態を明らかにしている研究は

少ない。 

 

３．調査の概要 

 

（１）アンケート調査の概要 

アンケート調査の概要は表－１に示す通りである。調

査対象者は、身体・知的・精神の全障がい者（すなわち、

身体障がい者手帳や療育手帳、精神障がい者保健福祉手

帳を持つ方）である。その際、対象者の少ない地区や障

がい種別ごとの回答をより多く得るため、そういったカ

テゴリーの配布数を増やすよう抽出率を調整している。 

 

（２）健常者からみた障がい者の交通実態の特徴 

地域特性と障がい者の交通実態を分析に入る前に、障

がい者の交通実態の特徴を把握するため、まずは健常者

の交通実態との比較分析を行う。健常者の交通実態とし

ては、一般に交通実態を表現する際の信頼性が高いと考

えられるパーソントリップ調査データを用いる。ここで

は、豊田市の一部を対象地域に含み、平成13年に実態調

査が実施された第４回中京都市圏パーソントリップ調査

データ12）（以下、ＰＴデータ）を用いた。なお、対象は、

ＰＴデータの調査圏域の制約から、旧豊田市及び旧藤岡

町（本稿の分類における都心部及び郊外部：表－２参照）

とし、外出率（ある特定の１日の外出者の割合）と、移

動目的の中でも比較的重要性が高いと考えられる通院目

的の交通手段選択の分析を行った。 

図－１にそれぞれの外出率を示す。全体では障がい者

の外出率は63.4％であり、健常者の89.4％と比較して小

さい。さらに年齢階層別にみても、全ての階層において

障がい者の外出が健常者と比較して少ないことがわかる。

なお、グループごとにカイ二乗検定を行った結果、全体、

及び、非高齢者のグループで１％水準、前期高齢者のグ

ループで５％水準の有意な差が得られている。 

また、図－２に通院目的の交通手段選択状況を示す。

なお、障がい者の交通手段選択状況は、複数回答である

ため、代表交通手段分担率であるＰＴデータと比較する

表－１ アンケート調査の概要 

調査対象

豊田市の障がい者約16千人のうち一部（身体障がい：等級１～３級、

知的障がい：全て、精神障がい：等級１～２級）の約11千人から抽

出した2,511人 抽出率24％ 

抽出方法

豊田市障がい福祉課の協力を得て豊田市の地区区分（12地区）と障

がい種別（７種）で分類したカテゴリーごとにランダムに抽出。た

だし、対象者数の少ないカテゴリーにおいて、配布数が20を下回る

場合は、上限配布数を20として配布数を増やすよう調整した。 

調査時期 2009年３月 

調査方法 郵送配布・郵送回収（一部電子ファイル） 

回収状況 有効回答数1,301、有効回収率52％ 
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上で注意が必要である。障がい者の交通手段選択状況は、

「自動車（自分で運転）」「自動車（送迎）」や「タク

シー」といったドア・ツー・ドア形式の交通手段の選択

割合が高いことがわかる。次に、それらについて健常者

と比較すると、自ら操作が必要な「自動車（自分で運転）」

の選択割合が低く、「自動車（送迎）」や「タクシー」

といった他者に依存するタイプの交通手段の選択割合が

高いことがわかる。 

以上より、障がい者の外出は健常者と比較しても少な

く、既往研究を支持する結果である。また、利用する交

通手段は自動車、中でも、他者に依存するタイプの交通

手段の選択割合が高い傾向が確認できた。 

 

４．地域別の障がい者の交通実態 

 

（１）対象地域の地域分類 

豊田市は、主に都心部及び郊外部からなる旧来の豊田

市と、主に中山間地からなる６町村が2005年に合併し、

都心部と郊外部と中山間地が一体となって現在の市域と

なった。本研究の対象地域である現在の豊田市域は、都

市機能の集積状況や人口密度等の地域特性を考慮し、行

政区界や都市計画区域の指定状況を考慮して分類すると、

表－２に示すように大きく３つの地域に分類することが

できる。以降では、この地域分類に基づいて分析をすす

める。地域別の障がい種別ごとの障がい者数、全人口、

及び、それぞれの高齢化率を表－３に示す。障がい者と

全人口を比較すると、人口分布には大きな違いはみられ

ないが、高齢化率は全体的に障がい者のほうが高い。 

表－２ 対象地域の地域分類 
地域分類 地理的な特性 その他の特性 

都心部 

(挙母地区) 

・主要鉄道駅や市役所、病

院等の都市機能が集積 

・人口密度が高い 

・バリアフリー重点整備地

域が２地域存在 

郊外部 

(都心部以外の

都市計画区域) 

・都心部に隣接し、田畑や

一部山地の中に住宅や工

場が散在 

・都市機能の集積は都心部

と比較して薄い 

・都心部と比較して人口密

度は低いが、高齢化率には

大きな差はない 

・都市計画区域に含まれる 

中山間地 

(都市計画区域

以外) 

・地理的には都心部から離

れており、山林の割合が

高い農山村地域 

・集落が広範囲に点在 

・人口密度が低く高齢化率

が高い 

・平成17年に合併した６町

村のうち、５町村で構成 

表－３ 対象地域の地域別障がい者数・高齢化率 

都心部 郊外部 中山間地 全地域
視覚(人,%) 150(1%) 330(3%) 50(1%) 530(5%)
聴覚平衡(人,%) 210(2%) 430(4%) 50(1%) 690(6%)
音声言語(人,%) 30(0%) 30(0%) 10(0%) 70(1%)
肢体不自由(人,%) 1,090(10%) 2,590(24%) 410(4%) 4,090(38%)
内部(人,%) 700(7%) 1,660(16%) 240(2%) 2,610(24%)
知的(人,%) 400(4%) 1,030(10%) 140(1%) 1,560(15%)
精神(人,%) 350(3%) 660(6%) 100(1%) 1,110(10%)
障がい者計(人,%)
今回の調査の母集団

2,920(27%) 6,740(63%) 1,010(9%) 10,660(100%)

高齢化率(%) 47% 46% 64% 48%
人口(千人,%) 130(31%) 268(63%) 25(6%) 423(100%)
高齢化率(%) 14% 15% 32% 16%
人口密度(人/ha) 33.1 8.5 0.4 4.6

障
が
い
者

全
人
口  
※障がい者数は十の位で丸めている。全人口は全市民の値 （ ）内の数字は構成比 

 

（２）地域別の障がい者の外出状況 

障がい者の地域別交通実態を把握するため、ここでは

１週間の平均外出回数を用いる（4）。地域別の外出状況を

図－３に示す。都心部や郊外部に住む障がい者は、「１

人で外出」と「介助者と外出」をあわせて週に４日程度

外出している。一方、中山間地では週に３日程度に留ま

るなど、住まう地域間での外出日数の差異がうかがえる。 

次に、前章（２）で明らかになった障がい者の交通に

おいても依存性が高い自動車利用において、その環境別

の構成（5）を図－４に示す。カイ二乗検定を行ったところ、

地域間で有意差はみられなかった。全体として、自分で

運転可能な自動車がある障がい者は３割程度存在し、い

つでも自動車送迎が可能な方の割合は30～40％を占める
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図－３ 地域別外出状況 
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など比較的多い一方、自動車を利用できない方が１割程

度存在する。 

さらに、自動車利用環境別の外出状況を分析するため、

「自動車利用ができない方」と「運転可能自動車あり」

の２つの属性について傾向を分析した。まず、自動車が

利用できない方について図－５に示す。カイ二乗検定を

行ったところ、地域間に有意な差がみられ、都心部や郊

外部と比較して、中山間地の外出日数は半分以下である

ことがわかる。次に、「運転可能自動車あり」の外出状

況を図－６に示す。これらにおいても統計的に有意な差

はあるものの、地域間の差は自動車利用ができない方と

比較して小さい。以上より、特に中山間地においては、

自動車の利用可否が障がい者の交通実態に及ぼす影響が

大きいといえる。 

 

（３）地域別の障がい者の移動に対する意識 

今回の調査では、図－７に挙げるような障がい者の一

般的な生活に必要と考えられる目的別（6）に、移動に対す

るに対する欲求を質問している。これをみると、目的間

で統計的に有意な差がみられ、「スーパーやコンビニへ

の買い物」や「映画などの娯楽施設の訪問」といった買

い物や娯楽目的で今より外出を増やしたいと考えている

傾向がみてとれる。娯楽目的の移動は生活の質を向上さ

せるためにも重要であると考えられるが、買い物目的の

移動はより生活必需的なものであるとの視点から、地域

別の分析では買い物目的の移動に対する欲求に着目する。 

地域別に買い物目的の移動に対する欲求を分析した結

果が図－８である。カイ二乗検定を行ったところ地域間

の移動に対する欲求に有意な差はみられなかった。しか

し、図－８に併せて記載している一ヶ月の平均的な移動

回数をみると、分散分析を行った結果、地域間で統計的

に有意な差がみられた。また、図－９に示す、買い物目

的の移動に対する満足度については、カイ二乗検定を行

ったところ有意な差はみられなかった。 

以上より、買い物目的での移動については、地域間で

訪問回数に差がみられるものの、移動に対する欲求や満

足度については統計的に有意な差はみられなかった。訪

問回数が少ないと、移動に対する欲求や満足度に影響す

ると考えられるが、それぞれの関連性については、今回

の調査結果からは直接的には認められていない。しかし、

移動に対する欲求や満足度には個人属性など多様な要因

が影響していると考えられ、また、地域間の比較では訪

問回数との影響とが相殺して違いが現れなかった可能性

も考えられることから、訪問回数と移動に対する欲求や

満足度の関係についてはさらなる分析が必要である。 

 

（４）地域別の障がい者の交通実態のまとめ 

以上の分析をまとめると、障がい者の外出状況につい

て地域間の差をみると、都市機能が集中し人口密度が高

い都心部やその周辺に位置する郊外部と比較して、都心

部から離れており人口密度が低く高齢化が進展している

中山間地での外出が少ない状況が確認できた。特に、自

動車が利用できない人の場合、都心部や郊外部と比較し

て中山間地において外出が少なく、このような地域では

自動車の利用環境が外出に大きく影響する状況にあると

考えられる。 

次に移動に対する欲求については、さらなる分析が必

要なところではあるが、買い物目的の移動に対する欲求

や満足度については地域間で大きな差はないことから、

特に地域によって移動回数が少ないために移動に対する

欲求が高まっている、あるいは、満足度に差が生じてい

るという状況は確認できなかった。 

以上より、障がい者の交通は、外出実態の面からは地

域特性に加えて、自動車の利用環境が影響している可能

性があることを確認した。さらに移動に対する意識の面

からは、何らかの理由により外出が少ない環境にあるも

のの、今回の分析結果からは、外出を増やしたいという
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図－８ 地域別の買い物目的移動の欲求と平均訪問回数
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欲求や移動に対する満足度との関連性が認められなかっ

た。 

 

５.地域特性が下肢不自由者の外出に与える影響要因 

 

４章においては、地域別の障がい者の交通実態につい

て分析を行い、地域特性別の障がい者の外出状況等を明

らかにした。また、特に中山間地においては自動車の利

用環境が障がい者の交通実態に影響している可能性があ

ることを確認した。ここからは、地域特性によって外出

に与える影響要因についてより詳細な分析を行う。分析

を進めるにあたっては、外出に与える影響要因は障がい

の種類によって大きくなると考えられるため、個別の障

がいに絞った分析を行う。そこで、前述のとおり、障が

い者の中でも階段やバス等利用時等のバリアにより移動

制約が比較的大きいと考えられるとともに、そのため自

動車が利用できない場合の制約がより大きいと想定され、

また、本調査の中で比較的多くのサンプル数が得られた

下肢不自由者を対象に分析を行う。 

 

（１）分析対象とする下肢不自由者の概要 

分析対象とする下肢不自由者は、自らの障がいとして

下肢不自由のみを挙げた人（85人）である（7）。中山間地

において高齢化率が特に高く、職業を持ち通勤や通学を

行う方の割合が低いという特徴がある。 

表－４ 分析対象とする下肢不自由者の概要 

対象者数 高齢化率
自動車運転
可能な割合

職業を持つ
割合

補助具が
必要な割合

(人) (%) (%) (%) (%)
都心部 24 63% 46% 21% 75%
郊外部 40 65% 25% 15% 80%
中山間地 21 90% 29% 5% 76%
全体 85 71% 32% 14% 78%  
 

（２）移動に対する欲求と外出状況 

４章において行った分析と同様に、ここでは下肢不自

由者の買い物目的の移動に対する欲求について分析を行

い、下肢不自由者の移動に対する意識を把握する。 

買い物目的の移動に対する欲求（図－１０）について

は、カイ二乗検定を行ったところサンプル数が多くない

ために有意な差はみられなかったが、中山間地において

今より外出を増やしたいと回答する割合が比較的大きい。

この傾向は、図－８に示す障がい者全体のものとは異な

っており、下肢不自由者が抱える移動制約の大きさが移

動に対する欲求に影響を及ぼしている可能性が考えられ

る。一方、訪問の頻度は、サンプル数が少ないために有

意な差はみられないが、図－８の結果と同様に中山間地

で少ない傾向にある。 

次に下肢不自由者自身が、外出に対して具体的にどの

ような問題意識を持っているかについてより詳細に把握

するため、障がい者にとって外出時の問題となると考え

られる10のバリア（8）を挙げ、それぞれの要因に対してど

の程度問題になるかを確認した。図－１１は、各バリア

が原因で「外出することができない」と回答した割合で

ある。カイ二乗検定を行ったところ、サンプル数が多く

ないためにいずれのバリアにおいても有意な差はみられ

なかったが、傾向としては、「介助者がいないためにひ

とりで外出できない」や「自動車を運転してくれる人が

いないために外出できない」の問題点について、地域間

で比較的大きな差が現れている。 

この結果から、統計的に有意な差があるとは言えない

までも、中山間地においては、介助者の不在や自動車運

転者の不在が理由で外出できない状況にある下肢不自由

者が多いことがうかがえる。 

また、下肢不自由者特有の影響による要因について考

えると、「周辺の道路に段差や階段等があるために車い

すや電動三輪車などで外出できない」や「駅やバス停に

至るまでの経路に段差や階段があるために鉄道やバスを

利用できない」および「鉄道やバスの車両や施設がバリ

アフリー化されていないために利用できない」が関係し

ていると考えられるが、特徴的な傾向が確認できる結果

が得られなかった。 
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図－１０ 下肢不自由者の地域別買い物目的移動に対す

る欲求 
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図－１１ バリアが要因で外出できない割合 



（３）外出に与える影響要因の分析 

以上のように、外出に与える影響要因についてある程

度の傾向が把握できた。一方、それぞれの要因がどの程

度外出に影響するのかを把握することは、今後の障がい

者の交通環境を改善していく上でも意義があると言える。

そこで、外出に与える影響要因の大きさを探るため、数

量化Ⅱ類による分析を行う。外的基準として、１週間の

外出頻度を２段階（０～３日、４～７日：サンプル数が

同程度になるよう区分）に分類したカテゴリーとし、説

明変数として、居住地域に加え、上述の意識面の分析か

らも明らかとなった外出時に特に影響が大きい外出時の

介助必要性、自動車利用環境を選択した。数量化Ⅱ類の

分析結果を表－５に示す。モデルの精度を表現する判別

的中率は80％であり、満足できる結果が得られた。 

まず影響の大きさを表現するレンジに着目すると、外

出頻度に影響を及ぼす要因として、「自動車利用環境」

と「地域」の影響が同じ程度大きい。次に各カテゴリー

に着目すると、地域における「中山間地」が最も外出に

与える負の影響が大きく、ついで自動車利用環境におけ

る「自動車利用不可」が大きい。すなわち、地域におけ

る「中山間地」が外出頻度に与える影響は、自動車利用

環境の「利用不可」よりも大きいと言える。 

表－５ 外出頻度に影響を及ぼす要因 
要因 カテゴリー 外出頻度低い 外出頻度高い レンジ

偏相関
係数

地域 1.696 0.486

外出時

介助

自動車

利用 1.709 0.323

環境

相関比 0.400 判別的中率 80.4%

0.787 0.244

-0.06

0.62

-1.08

0.41

0.80

-0.26

-0.91

-0.38

都心(n=16)

郊外(n=26)

中山間地(n=14)

必要(n=29)

不要(n=27)

運転可(n=16)

送迎可(n=36)

利用不可(n=4)

 
 

６.おわりに 

 

本研究では、豊田市内の障がい者を対象とした交通実

態に関するアンケート調査結果を用いて、障がい者の交

通実態および移動に対する意識と地域特性の関係を分析

し、さらに、外出に影響を及ぼす要因を分析するために

下肢不自由者を対象とした分析を行った。 

障がい者全体の交通実態は、外出率は健常者よりも小

さく、交通手段は健常者と同様自動車に依存する傾向に

あるが他者に運転を依存する割合が高いことを示した。

また、地域別の外出状況からは、都市機能が集まり人口

密度も高い都心部や郊外部と比較して、都心部から離れ

ており人口密度が低く高齢化が進展する中山間地で外出

日数が少なく、中山間地の障がい者については、自動車

が利用できない方の外出が特に少ないことを示した。移

動に対する意識については、買い物目的での訪問回数は

地域間で差がみられるものの、移動に対する欲求や移動

に対する満足度には有意な差がみられなかった。 

下肢不自由者を対象とした分析結果からは、サンプル

数が少ないために分析結果に有意な差はみられなかった

が、下肢不自由者の移動の全体像を示すことができた。

それぞれの要因の影響度合いについては、「地域」及び

「自動車利用環境」の影響が大きいことを示した。 

このような地域間の差が生じる要因は、本研究で地域

特性として考慮したもの以外にも、公共交通機関のサー

ビスレベルの差、傾斜の有無、目的地までの距離などの

よりミクロな視点でみた場合の条件が関係するものと考

えられるが、今回の分析ではそのような視点での分析は

行っていない。今後はそのような要因が外出に与える影

響を明らかにしていくことも考えられる。また、本稿で

は外出に与える影響要因について、下肢不自由者を対象

に分析したが、異なる障がいを持つ場合はその結果も当

然異なると考えられる。本調査データを活用し、他の障

がいを持つ場合についても分析しておく必要があると考

えられる。 

 

補  注 

（1）本稿では、豊田市の表記方法にならい、「障害」を「障

がい」と表記している。 

（2）平成21年11月13日に我が国で交通基本法に関する検討

会が開催されるなど、我が国においても交通の権利その

もののあり方について社会情勢を踏まえた検討が進めら

れている。 

（3）本研究では、都市機能の集積状況などの地理的な特性、

また、人口密度や高齢化率などの地理的以外の特性など

で表現されるものとしている。 

（4）アンケートでは、ある１週間の外出状況について、１

日ごとに「１人で外出」「介助者と外出」「外出なし」

を質問している。平均外出回数は、１週間全ての回答が

あった対象者に絞って分析を行っており、これは全体の

７割（870サンプル）であった。 

（5）ここでの自動車利用環境は、豊田市障がい福祉課や障

がい者関係の市民団体とのヒアリングにより抽出した。 

（6）ここでの移動目的は、豊田市障がい福祉課や障がい者

関係の市民団体とのヒアリングにより抽出した。 

（7）本調査では、自らが持つ障がいを複数回答で質問して

いる。いくつかの障がいを併せ持つ人の場合、どの障が

いが要因となって外出に影響を与えているのかを特定す

ることは困難である。そのため、ここでの分析では自ら

の障がいとして単独の障がいを挙げた人を対象とした。 

（8）ここでのバリアは、豊田市障がい福祉課や障がい者関

係の市民団体とのヒアリングにより抽出した。 
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障がい者の交通実態と地域特性の関係についての一考察* 

西堀泰英**・河合正吉**・三村泰広***・橋本成仁**** 
本研究では、地域特性が障がい者の交通実態にどのように影響しているのかに焦点を当て、愛知県豊田市内の障

がい者を対象とした交通実態に関するアンケート調査をもとに、障がい者の交通実態および移動に対する意識と地

域特性の関係を分析した。さらに、下肢不自由者を対象として、外出に影響を及ぼす要因の分析を行った。その結

果、障がい者全体では都心部や郊外部と比較して中山間地で外出日数が少ないこと、また、下肢不自由者の外出に

与える影響要因については、「地域」及び「自動車利用環境」の影響が大きいことを示した。 

 

A Study on Relationship between Mobility of Disabled Persons and Regional Characteristics* 
By Yasuhide NISHIHORI**・Masayoshi KAWAI**・Yasuhiro MIMURA***・Seiji HASHIMOTO**** 

In this paper, on the basis of the questionnaire survey for disabled persons in Toyota City, the actual situation of the mobility of 
the disabled persons and their consciousness are analyzed by considering the effects of the regional characteristics. In addition, the 
factors that affect on the mobility of the lower limbs disabled persons are analyzed. As a result, the level of the disabled persons' 
mobility living in the middle-mountainous areas are lower than that who are living in the urban area or suburb area. As the factors 
having greatly influenced are the “region” and “usability of cars”. 

 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for high quality pre-press printing. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later. These settings require font embedding.)
    /FRA <>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee575284e8e9ad88d2891cf76845370524d6253537030028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f0030028fd94e9b8bbe7f6e89816c425d4c51655b574f533002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c9069752865bc9ad854c18cea76845370524d521753703002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f300290194e9b8a2d5b9a89816c425d4c51655b57578b3002>
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308030d730ea30d730ec30b9537052377528306e00200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


	header475: 【土木計画学研究・論文集　Vol.27 no.3　2010年9月】
	NextPage475: - 475 -
	NextPage476: - 476 -
	NextPage477: - 477 -
	NextPage478: - 478 -
	NextPage479: - 479 -
	NextPage480: - 480 -
	NextPage481: - 481 -


